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(57)【要約】
【課題】文書群のグループに対する識別情報の人為的な
付与の妥当性を判定する。
【解決手段】表示制御部３の文書分類結果画面表示制御
部３１が文書分類結果記憶部２１に記憶される文書分類
情報をもとに文書分類結果画面を表示装置７に表示した
状態で、変更対象のグループ名の変更先のグループ名が
入力されると、示唆情報提供判定部５は、記憶装置２の
示唆情報提供ルール記憶部２３に記憶された示唆情報提
供ルールに基づき、変更先のグループ名が不適切である
ことを示すための示唆情報を提供するかどうか、提供す
る場合はどのような示唆情報を提供するかを判定する。
示唆情報提供判定部５は、示唆情報を提供すると判定し
た場合は、示唆情報提供ルールおよび所定のテンプレー
トを用いて生成した示唆情報を表示装置７に表示する。
示唆情報提供判定部５が示唆情報を提供しないと判定し
た場合は、グループ名変更処理部４はグループ名の変更
を行なう。
【選択図】　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の文書のそれぞれをグループ識別情報が付与される複数のグループのいずれかに分
類した文書分類情報を管理する管理手段と、
　前記管理される文書分類情報を出力する分類情報出力手段と、
　当該出力された文書分類情報で示されるグループ識別情報のうち変更対象のグループ識
別情報に対する変更先のグループ識別情報の入力を受け付ける入力手段と、
　前記管理されるグループごとに、当該グループに属する文書数のうち前記入力された変
更先のグループ識別情報の出現する文書数の割合を計算する計算手段と、
　前記計算手段による計算結果をもとに、前記変更対象のグループ識別情報の前記変更先
のグループ識別情報への変更が適切であるか否かを判定する判定手段と、
　前記変更が適切であると前記判定手段により判定した場合に、前記管理手段により管理
される変更対象のグループ識別情報を前記入力された変更先のグループ識別情報に変更す
る変更手段と、
　前記変更が適切でないと前記判定手段により判定した場合に当該判定結果を出力する判
定結果出力手段と
を備えたことを特徴とする文書処理装置。
【請求項２】
　前記判定手段は、
　前記計算手段により計算した割合が所定の値を超えるグループの数が前記管理手段によ
り管理されるグループ全体の数の所定割合以上である場合に前記変更が適切でないと判定
する
ことを特徴とする請求項１に記載の文書処理装置。
【請求項３】
　前記判定手段は、
　前記計算手段により計算した割合が所定の値を超えるグループの数が前記管理手段によ
り管理されるグループ全体の数の所定割合未満である場合で、かつ、前記計算した割合が
前記所定の値を超えるグループが前記変更対象のグループ識別情報に対応するグループ以
外で所定数以下存在する場合に、前記変更が適切でなく、かつ、前記変更対象のグループ
識別情報に対応するグループと前記変更対象のグループ識別情報に対応するグループ以外
における前記計算した割合が前記所定の値を超えるグループとのマージが適切であると判
定し、前記計算した割合が所定の値を超えるグループの数がグループ全体の数の所定割合
未満である場合で、かつ、前記計算した割合が前記所定の値を超えるグループが前記変更
対象のグループ識別情報に対応するグループ以外で所定数以下存在しない場合に、前記変
更が適切であると判定する
ことを特徴とする請求項１に記載の文書処理装置。
【請求項４】
　前記判定手段は、
　前記入力手段により入力した変更先のグループ識別情報が所定の不適切な識別情報であ
る場合に、前記変更が不適切であると判定する
ことを特徴とする請求項１に記載の文書処理装置。
【請求項５】
　前記出力手段は、
　前記変更が適切でないと前記判定手段により判定した場合に、前記入力した変更先のグ
ループ識別情報は不適切であって、それでもなお前記変更対象のグループ識別情報を前記
変更先のグループ識別情報に変更するか否かを問うメッセージを出力する
ことを特徴とする請求項１に記載の文書処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、複数のグループに分けられた文書群に対するユーザによるグループ識別情報
の付与を支援する文書処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、計算機の高性能化や記憶媒体の大容量化、計算機ネットワークの普及などに伴い
、電子化された大量の文書群を計算機システムに記憶管理して利用することが可能となっ
た。ここでいう文書とは、例えば、帳票、企画書、設計書といった業務文書や、マニュア
ル、特許、技術文献、法令、規程、議事録、ニュース記事、電子メール、ウェブページ、
書籍などを指す。
【０００３】
　ユーザが計算機システム上で各種作業を行う際、もし取り扱う文書群が少数である場合
は、文書群を事前に整理しておく必要はない。しかし、もし文書が数百～数千と大量にな
る場合は、作業を行う前に文書を複数のグループに整理しておく方が、作業を効率よく実
施しやすくなる。
【０００４】
　例えば、電子メール閲覧・送受信システムにおいて、過去に自分が受け取ったメールを
閲覧するという作業を行う際、無整理のままでいる場合に比べて、事前に過去のメールを
「Ａさんからのメール」、「プロジェクトＢに関係のあるメール」などのグループに分け
ておいた方が、自分が見たいメールをより手早く見ることが出来るようになる。このよう
に、文書分類は計算機システムを用いて文書処理を行う際に欠かせないものとなっている
。
【０００５】
　一方、文書分類を行う際、文書群の傾向がわからないと、分け方そのものが思い付きに
くいというケースがある。例えば、特許調査において、特許検索システムによって検索し
た数千件の自社・他社の特許を、記載されている技術内容をもとに複数のグループに分け
て分析するという事があるが、このような場合、どのようなグループに分ければ最適な分
析が出来るかというのは、実際に全ての特許を見てからでないとわからない。これは非常
に手間のかかる作業であり、特許調査に多大な所要時間がかかる一因となっている。
【０００６】
　このように文書全体の傾向が分からない場合の分類作業を支援するため、例えば非特許
文献１に開示されるように、大量の文書群を当該文書群に含まれる単語の統計的傾向など
により複数のグループに自動的に分類する自動分類技術が存在する。一般に「文書クラス
タリング」と呼ばれるこの技術を用いることによって、文書群の傾向をある程度把握する
ことができ、文書群の分け方のヒントとすることができる。これにより文書分類の際の所
要時間を低減させることができる。
【０００７】
　前記の文書クラスタリング技術の大きな特徴は、事前に「どのようなグループに分ける
のか」という情報が不必要であるという点にある。逆に、「どのようなグループに分ける
のか」をユーザが指定できない（指定しない）ため、そのままでは各グループにどのよう
な性質の文書が入っているのか分からないという特徴もある。
【０００８】
　そこで、各グループに含まれている文書群の特性を利用して、各グループに名称を付与
することが必要となってくる。例えば特許文献１に開示されるように、各グループに対し
、そのグループに含まれる単語の頻度などを利用して各グループに自動的に名称をつける
技術が存在する。名称の付与方法は、単語や形態素、複数の単語や形態素の集合などさま
ざまである。
【特許文献１】特開２００５－１８２６１１号公報
【非特許文献１】岸田和明,文書クラスタリングの手法：文献レビュー,Library and Info
rmation Science. No.49, 2003, p.33-75
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　ここで、各グループに付与された名称はあくまで機械的に付与されたものであり、これ
を人間がより識別しやすい名称に人手で変更したいというケースがある。例えば、遠隔通
信関連特許文書１０００件が文書クラスタリング技術によって６つのグループに自動的に
分類された際、自動的に付与されたグループ名が、第１のグループ名「管理」、第２のグ
ループ名「操作」、第３のグループ名「液晶」、第４のグループ名「モバイル」、第５の
グループ名「表示」および第６のグループ名「突起」であったとする。
【００１０】
　この際、ユーザが第２のグループ名である「操作」という名称が分かりにくいと感じ、
このグループ名に対応するグループに属する特許文書群の内容を見たところ、「画面操作
」という名称の方が適切であると判断し、現在の「操作」というグループ名を、「画面操
作」というグループ名に人手で変更するというケースがこれにあたる。
【００１１】
　しかし、ユーザは文書グループに名称を付与する際、分類結果全体から相対的に判断す
るのではなく、各グループに予め付けられた名称や、名称変更対象のグループに含まれる
文書群の特徴にのみ依拠した名称を付けようとする傾向がある。このため、例えば、他の
グループにも数多く含まれるキーワードを付けてしまう等、変更後の名称が分類結果全体
で見た場合に適切な名称となっていない場合がある。
【００１２】
　前述した第１乃至第６のグループを例にとると、第４のグループの「モバイル」という
名称がそのままでは分かりにくいため、当該第４のグループ属する特許群を見たところ、
「携帯電話」という名称の方が適切である事が分かり、現在の「モバイル」という名称を
、「携帯電話」という名称に人手で変更したとする。
【００１３】
　しかし、分類対象となっている遠隔通信関連特許が、実はほとんどが携帯電話関連の特
許であったとすると、「携帯電話」という名称を付けることは、他のグループに対して識
別性があるとはいえず、適切な名称ではない。このような場合、従来の各種手法では、グ
ループにユーザが付与する名称の妥当性を判定することは出来なかった。
【００１４】
　そこで、本発明の目的は、文書群を分類したグループに対する識別情報の人為的な付与
の妥当性を判定することが可能になる文書処理装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　すなわち、本発明に係わる文書処理装置は、複数の文書のそれぞれをグループ識別情報
が付与される複数のグループのいずれかに分類した文書分類情報を管理する管理手段と、
前記管理される文書分類情報を出力する分類情報出力手段と、当該出力された文書分類情
報におけるグループ識別情報のうち変更対象のグループ識別情報に対する変更先のグルー
プ識別情報の入力を受け付ける入力手段と、前記管理されるグループごとに、当該グルー
プに属する文書数に対する前記入力された変更先のグループ識別情報の出現文書数の割合
を計算する計算手段と、前記計算手段による計算結果をもとに、前記変更対象のグループ
識別情報の前記変更先のグループ識別情報への変更が適切であるか否かを判定する判定手
段と、前記変更が適切であると前記判定手段により判定した場合に、前記管理手段により
管理される変更対象のグループ識別情報を前記入力された変更先のグループ識別情報に変
更する変更手段と、前記変更が適切でないと前記判定手段により判定した場合に当該判定
結果を出力する判定結果出力手段とを備えたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、文書群を分類したグループに対する識別情報の人為的な付与の妥当性
を判定することができる。



(5) JP 2010-108173 A 2010.5.13

10

20

30

40

50

【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下図面により本発明の実施形態について説明する。　
　図１は、本発明の実施形態における文書処理装置の構成例を示すブロック図である。　
　図１に示すように、本発明の実施形態における文書処理装置は、装置全体の処理動作を
司る制御部１、記憶装置２、表示制御部３、グループ名変更処理部４、示唆情報提供判定
部５、入力装置６、表示装置７を備え、それぞれがバス８により相互に接続される。　
　入力装置６は、例えばキーボードやマウスであり、表示装置７は例えば液晶ディスプレ
イ装置である。
【００１８】
　記憶装置２は、例えば不揮発性メモリやＨＤＤ（Hard Disk Drive）などの記憶媒体で
あり、表示制御部３、グループ名変更処理部４、示唆情報提供判定部５による処理動作の
ためのプログラムを記憶する他、文書分類結果記憶部２１、文書内容記憶部２２、示唆情
報提供ルール記憶部２３を有する。
【００１９】
　文書分類結果記憶部２１は、複数の文書の分類結果である文書分類結果情報を記憶する
。図２は、本発明の実施形態における文書処理装置の記憶装置の文書分類結果記憶部に記
憶される文書分類情報の構成例を表形式で示す図である。　
　図２に示すように、記憶装置２の文書分類結果記憶部２１に記憶される文書分類結果情
報では、文書群でなるグループに付与されたグループ識別情報であるグループ名、当該グ
ループ名に対応するグループに分類された文書の文書名および当該グループに属する文書
群の件数がグループごとに示される。
【００２０】
　ここでは、文書は特許文書であるとし、「特許１」～「特許２０」までの２０の特許文
書のそれぞれが、「管理」、「操作」、「液晶」、「モバイル」、「押下」、「突起」の
６つの名称が自動的に付与されたグループのいずれかに自動的に分類されているものとす
る。なお、自動分類の手法やグループへの名称付与の手法そのものは既知の手法が使われ
ているものとし、ここでは説明を略する。
【００２１】
　文書内容記憶部２２は、文書分類結果情報で示された複数の文書のそれぞれの記載内容
を示す文書内容情報を記憶する。図３は、本発明の実施形態における文書処理装置の記憶
装置の文書内容記憶部に記憶される文書内容情報の構成例を表形式で示す図である。　
　文書内容記憶部２２に記憶される文書内容情報では、文書名、および当該文書名に対応
する文書の中身を示す文書内容が文書ごとに示される。図３に示した例では、文書名「特
許１」には「携帯電話における管理画面を…」という文書内容が記載されており、同様に
「特許２」～「特許２０」までの各文書名に対応する文書内容が記載されている。
【００２２】
　なお、実際の特許文書には、「出願人」、「実施例」、「図面の簡単な説明」など、多
様な情報が記載されているが、ここでは簡便のため特許文書の要約文の一部を文書内容と
して記憶しているものとする。
【００２３】
　記憶装置２の示唆情報提供ルール記憶部２３は、入力装置６による入力内容にしたがっ
たグループ名の変更が妥当ではないことを示すための示唆情報をユーザに提供するかどう
か、および示唆情報を提供する場合どのような情報をユーザに提供するかを定めたルール
である示唆情報提供ルールを記憶する。
【００２４】
　グループ名変更処理部４は、入力装置６による入力内容を元に、文書分類結果情報にお
ける特定のグループのグループ名を変更する。　
　示唆情報提供判定部５は、入力装置６による入力内容にしたがったグループ名の変更が
妥当であるか、つまり適切であるかどうか、もしくはグループ名の変更が妥当ではなく示
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唆情報をユーザに提供すべきかを示唆情報提供ルール記憶部２３に記憶された示唆情報提
供ルールをもとに判定する。
【００２５】
　表示制御部３は、文書分類結果画面表示制御部３１、文書内容画面表示制御部３２、グ
ループ名変更用画面表示制御部３３、示唆情報画面表示制御部３４を有する。　
　文書分類結果画面表示制御部３１は、文書分類結果記憶部２１に記憶された文書分類結
果情報を表示装置７に表示することでユーザに提示する。本実施形態では、各種の表示処
理はＷｅｂブラウザを用いてなされるものとする。文書内容画面表示制御部３２は、記憶
装置２の文書内容記憶部２２に記憶された文書内容情報を表示装置７に表示することでユ
ーザに提示する。
【００２６】
　グループ名変更用画面表示制御部３３はグループ名を変更するための画面を表示装置７
に表示する。　
　示唆情報画面表示制御部３４は、示唆情報を提供することが適切であると示唆情報提供
判定部５によって判定された場合、記憶装置２の示唆情報提供ルール記憶部２３に記憶さ
れた示唆情報提供ルールに従って示唆情報を表示装置７に表示させることでユーザに提供
する。
【００２７】
　次に、図１に示した構成の文書処理装置の動作について説明する。　
　図４は、本発明の実施形態における文書処理装置の処理動作の一例を示すフローチャー
トである。　
　まず、表示制御部３の文書分類結果画面表示制御部３１は、記憶装置２の文書分類結果
記憶部２１に記憶される文書分類情報をもとに、文書分類結果画面を表示装置７に表示す
る（ステップＳ１）。
【００２８】
　図５は、本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示される文書分類結果
画面の第１の例を示す図である。　
　図５に示すように、文書分類結果画面では、各グループのグループ名、当該グループ名
に対応するグループに分類される文書の件数、および後述するグループ名変更画面に遷移
するための、「グループ名変更画面へ」とラベリングされたグループ名変更画面遷移ボタ
ンが表示される。
【００２９】
　また、入力装置６により、文書分類結果画面上のグループ名が選択されると（ステップ
Ｓ２のＹＥＳ）、表示制御部３の文書内容画面表示制御部３２は、文書分類結果記憶部２
１に記憶される文書分類結果情報と文書内容記憶部２２に記憶される文書内容情報とを元
に、文書内容画面を提示する（ステップＳ３）。
【００３０】
　図６は、本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示される文書内容画面
の一例を示す図である。　
　図６に示した文書内容画面は、図５に示した文書分類結果画面上で、グループ名「モバ
イル」にマウスポインタ（矢印マーク）をあわせてマウスによるクリックがなされた場合
の当該クリックされたグループ名「モバイル」とそのグループに含まれる文書である特許
文書名、および各特許文書の文書内容がリスト状に表示したものである。
【００３１】
　また、前述した文書分類結果画面において、変更対象のグループ名に対応して設けられ
る「グループ名変更画面遷移ボタン」が入力装置６により選択されると（ステップＳ２→
ステップＳ４）、表示制御部３のグループ名変更用画面表示制御部３３は、グループ名を
変更するための画面であるグループ名変更用画面を表示装置７に表示する（ステップＳ５
）。　
　図７は、本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示される文書分類結果
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画面の第２の例を示す図である。
【００３２】
　図８は、本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示されるグループ名変
更画面の第１の例を示す図である。　
　図８に示したように、グループ名変更用画面は、今のグループ名と変更先のグループ名
の入力欄、および変更する名称を決定するための、「グループ名変更」とラベリングされ
たグループ名変更ボタンから構成される。
【００３３】
　図８に示したグループ名変更用画面は、図７に示した文書分類結果画面上のグループ名
「操作」の行にある、「グループ名変更画面へ」とラベリングされたグループ名変更画面
遷移ボタンが入力装置６により選択された場合に表示される画面であり、現在のグループ
名である「操作」と、現在のグループ名に代わるグループ名である変更先のグループ名を
入力するための空の入力欄とが表示されている。
【００３４】
　図９は、本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示されるグループ名変
更画面の第２の例を示す図である。　
　ここではユーザはグループ名称を「画面操作」に変更したいとする。具体的にはユーザ
は、図９に示すように、入力装置６により変更先のグループ名を入力するための入力欄に
当該変更先のグループ名「画面操作」を入力してグループ名変更ボタンを選択する（ステ
ップＳ６）。
【００３５】
　すると、示唆情報提供判定部５は、記憶装置２の示唆情報提供ルール記憶部２３に記憶
された示唆情報提供ルールに基づき、示唆情報を提供するかどうか、提供する場合はどの
ような示唆情報を提供するかを判定する（ステップＳ７）。
【００３６】
　ここで、ステップＳ７の処理の詳細について説明する。図１０は、本発明の実施形態に
おける文書処理装置による示唆情報提供判定処理の一例を示すフローチャートである。図
１１は、本発明の実施形態における文書処理装置の記憶装置の示唆情報提供ルール記憶部
に記憶される示唆情報提供ルールの一例を示す図である。図１２は、本発明の実施形態に
おける文書処理装置の記憶装置の示唆情報提供ルール記憶部に記憶される示唆情報テンプ
レートの一例を示す図である。
【００３７】
　本実施形態では、示唆情報を生成するために、示唆情報提供ルールおよび当該ルールに
対応する所定の雛形（テンプレート）を用いており、図１２に示すように、２種類の示唆
情報テンプレートが示唆情報提供ルール記憶部２３に記憶されている。
【００３８】
　まず、示唆情報提供判定部５は、記憶装置２の文書内容記憶部２２に記憶される文書内
容情報で示される文書の一つを選択し、当該文書中にユーザが入力した変更先のグループ
名が含まれているか否かを調べる（ステップＳ７１）。
【００３９】
　示唆情報提供判定部５は、ステップＳ７１の処理を文書内容情報で示される全文書につ
いて繰り返して終了したら（ステップＳ７２のＹＥＳ）、各グループのうち１つを選択し
、当該選択したグループに属する全文書のうち実際に変更先のグループ名が含まれる文書
の数、つまり変更先のグループ名の出現文書頻度をカウントする（ステップＳ７３）。そ
して、示唆情報提供判定部５は、選択済みのグループにおける「変更先のグループ名の出
現文書頻度／グループに属する全文書数」Ｄを計算する（ステップＳ７４）。
【００４０】
　示唆情報提供判定部５は、ステップＳ７３，Ｓ７４の処理をグループについて繰り返し
て終了したら（ステップＳ７５のＹＥＳ）、もしステップＳ７４の処理で計算したＤが０
．５を越えるグループが全グループ数の半数以上ある場合は（ステップＳ７６のＹＥＳ）
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、図１２に示したテンプレートＡを用いて示唆情報を生成し、この生成した示唆情報を示
す示唆情報画面を表示装置７に表示させる（ステップＳ７８，Ｓ８→Ｓ９）。
【００４１】
　また、示唆情報提供判定部５は、ステップＳ７４の処理で計算したＤが０．５を超える
グループが全グループの半分未満しかなく（ステップＳ７６のＮＯ）、かつ、ステップＳ
７４の処理で計算したＤが０．５を超えるグループがグループ名を変更するグループ以外
に２グループ以下存在する場合は（ステップＳ７７のＹＥＳ）、図１２に示したテンプレ
ートＢを用いて示唆情報を生成し、この生成した示唆情報を示す示唆情報画面を表示装置
７に表示させる（ステップＳ７９，Ｓ８→Ｓ９）。
【００４２】
　また、示唆情報提供判定部５は、ステップＳ７４の処理で計算したＤが０．５を超える
グループが全グループの半分未満しかなく（ステップＳ７６のＮＯ）、かつステップＳ７
４の処理で計算したＤが０．５を超えるグループがグループ名を変更するグループ以外に
存在しない、もしくは３グループ以上存在する場合は（ステップＳ７７のＮＯ）、示唆情
報を提供しないと判定し、グループ名変更処理部４は、変更対象のグループ名を前述のよ
うに入力された変更先グループ名に変更する（ステップＳ８→Ｓ９，Ｓ１０）。
【００４３】
　以下、ステップＳ７以降の処理の具体例を説明する。　
　図１３は、本発明の実施形態における文書処理装置が管理する各文書における変更先グ
ループ名の出現分布の一例を表形式で示す図である。　
　図１３に示した出現分布はステップＳ７１の処理結果であり、変更先のグループ名が「
画面操作」である場合の各文書における出現有無、変更先のグループ名が「携帯電話」で
ある場合の各文書における出現有無、および変更先のグループ名が「ボタン」である場合
の各文書における出現有無を纏めて示したものである。
【００４４】
　ここでは「特許１」～「特許２０」までの各文書のうち文言「画面操作」は、「特許５
」，「特許６」，「特許１３」，「特許１７」に含まれており、文言「携帯電話」は、「
特許１」，「特許２」，「特許４」～「特許７」，「特許９」～「特許１１」，「特許１
３」～「特許１５」，「特許１７」，「特許１９」，「特許２０」に含まれており、文言
「ボタン」は、「特許３」，「特許１２」，「特許１５」，「特許１６」，「特許１８」
～「特許２０」に含まれている。
【００４５】
　第１の例として、図５に示した文書分類結果画面上のグループ名「操作」の変更先のグ
ループ名としてグループ名「画面操作」が入力された場合の処理を説明する。　
　図１４は、本発明の実施形態における文書処理装置におけるグループごとの当該グルー
プに属する文書数に対する変更先の第１のグループ名の出現文書頻度の割合の計算結果の
一例を示す図である。　
　この処理では、図２に示した文書分類結果の状況、および図１３に示す、文書内容にお
ける特定の単語の出現分布により、「グループに属する全文書件数」、「「画面操作」の
出現文書の頻度」、「「画面操作」の出現文書頻度／グループに属する全文書数」Ｄはそ
れぞれ図１４のように算出される。
【００４６】
　この場合、計算した値Ｄが０．５を超えているグループがグループ数全体、つまり６グ
ループのうちグループ名「操作」に対応するグループのみ、つまり１つしかなく、グルー
プ数全体の半分に満たないため、図１１に示した示唆情報提供ルールの項目（１）は満た
さない。
【００４７】
　また、計算した値Ｄが０．５を超えているグループが、名称を変更しようとするグルー
プであるグループ名「操作」に対応するグループ以外に存在しないため、図１１に示した
示唆情報提供ルールの項目（２）も満たさない。このため、図１１に示した示唆情報提供
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ルールの項目（３）が適用され、示唆情報は提供されず、「操作」から「画面操作」への
グループ名変更を行うため、グループ名変更処理部４が呼び出される。
【００４８】
　グループ名変更処理部４は、前述したグループ名「操作」を前述したように入力された
グループ名「画面操作」に変更する。具体的には、グループ名変更処理部４は、まず、文
書分類結果記憶部２１に記憶される文書分類結果情報のグループ名「操作」を新しいグル
ープ名「画面操作」に書き換える。　
　図１５は、本発明の実施形態における文書処理装置の記憶装置の文書分類結果記憶部に
記憶される文書分類情報のグループ名変更後の構成例を表形式で示す図である。
【００４９】
　すると、図２に示した文書分類結果情報に記憶されている「操作」は図１５のように「
画面操作」に書き換えられる。その後、表示制御部３の文書分類結果画面表示制御部３１
は、図１５に示したグループ名変更後の文書分類結果情報を元に新たな文書分類結果画面
を表示装置７に表示する。　
　図１６は、本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示されるグループ名
変更後の文書分類結果画面の一例を示す図である。
【００５０】
　次に、第２の例として、図５に示した文書分類結果画面上のグループ名「モバイル」の
変更先のグループ名として、グループ名「携帯電話」が入力された場合の処理を説明する
。　
　図１７は、本発明の実施形態における文書処理装置におけるグループごとの当該グルー
プに属する文書数に対する変更先の第２のグループ名の出現文書頻度の割合の計算結果の
一例を示す図である。　
　ここでは、各グループについての「グループに属する全文書件数」、「「携帯電話」の
出現文書の頻度」、「「携帯電話」の出現文書頻度/グループに属する全文書数」Ｄは図
１７のようになる。　
　この場合、計算した値Ｄが０．５を超えているグループが、グループ数全体の６グルー
プのうちグループ名「押下」に対応するグループ以外の全て、つまり５グループにものぼ
り、グループ数全体の半分を超えている。よって、図１１に示した示唆情報提供ルールの
項目（１）に合致することになり、「所定のテンプレートＡを用いて示唆情報を提示する
」ことになる。
【００５１】
　すると、示唆情報提供判定部５は、テンプレートＡを用いて、ユーザが入力した変更先
のグループ名は他のグループにも高頻度で出現している言葉であって、変更先のグループ
名として不適切であり、それでもなお変更を行なうかを問う示唆情報を提示するという情
報、および当該テンプレートＡ中の「変更しようとするグループ名」つまり変更対象のグ
ループ名が「携帯電話」であることを示す情報を表示制御部３の示唆情報画面表示制御部
３４に送る。
【００５２】
　示唆情報画面表示制御部３４は、示唆情報提供判定部５からの情報を元に示唆情報を生
成し、この情報を示す示唆情報画面を表示装置７に表示する。　
　図１８は、本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示される示唆情報画
面の第１の例を示す図である。
【００５３】
　ここでは示唆情報画面は図１８のようになる。図１８に示した例では、ユーザが入力し
た変更先のグループ名「携帯電話」は他のグループにも高頻度で出現している言葉であり
、変更先のグループ名として不適切であることを明示している。
【００５４】
　この画面において、「はい」と表記されたアイコンが選択されると、グループ名変更処
理部４による変更対象のグループ名の変更先のグループ名への変更処理がなされ、「いい
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え」と表記されたアイコンが選択されると、前述のように入力された変更先のグループ名
がクリアされて、元の文書分類結果画面が表示装置７に表示される。
【００５５】
　次に、第３の例として、図５に示した文書分類結果画面上のグループ名「押下」の変更
先のグループ名として、グループ名「ボタン」が入力された場合の処理を説明する。　
　図１９は、本発明の実施形態における文書処理装置におけるグループごとの当該グルー
プに属する文書数に対する変更先の第３のグループ名の出現文書頻度の割合の計算結果の
一例を示す図である。　
　ここでは、各グループについての「グループに属する全文書件数」、「「ボタン」の出
現文書の頻度」、「「ボタン」の出現文書頻度/グループに属する全文書数」Ｄは図１９
のようになる。
【００５６】
　この場合、計算した値Ｄが０．５を超えているグループは、グループ数全体である６グ
ループのうちグループ名「押下」に対応するグループおよびグループ名「突起」に対応す
るグループ、つまり２グループしかないため、図１１に示した示唆情報提供ルールの項目
（１）には当てはまらない。
【００５７】
　しかし、計算した値Ｄが０．５を超えているグループとして、変更対象のグループ名「
押下」に対応するグループ以外に、グループ名「突起」のグループが存在する。よって、
変更対象のグループ名以外における、値Ｄが０．５を超えているグループの個数が２以下
であるため、図１１に示した示唆情報提供ルールの項目（２）を満たすことになり「所定
のテンプレートＢを用いて示唆情報を提示する」ことになる。
【００５８】
　すると、示唆情報提供判定部５は、テンプレートＢを用いて、ユーザが入力した変更先
のグループ名は、他のグループ名、つまり変更対象のグループ名に対応するグループ以外
における値Ｄが０．５を超えているグループにも高頻度で出現している言葉であり、これ
らのグループをマージ（合併）することを勧める示唆情報を提示するという情報、および
当該テンプレートＢ中の「変更しようとするグループ名」が「押下」であることを示す情
報、およびテンプレートＢ中の「他の該当グループ名(複数ある場合は「,」区切りですべ
て記載)」が「突起」であることを示す情報を表示制御部３の示唆情報画面表示制御部３
４に送る。　
　示唆情報画面表示制御部３４は、示唆情報提供判定部５からの情報を元に示唆情報を生
成し、この情報を示す示唆情報画面を表示装置７に表示する。
【００５９】
　図２０は、本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示される示唆情報画
面の第２の例を示す図である。　
　ここでは示唆情報画面は図２０のようになる。図２０に示した例では、ユーザが入力し
た変更先のグループ名「ボタン」は、他のグループ名「突起」に対応するグループにも高
頻度で出現している言葉であり、これらのグループをマージしてはどうかとユーザに提案
している。
【００６０】
　この画面において、「はい」と表記されたアイコンが選択されると、グループ名変更処
理部４による複数のグループのマージ処理がなされ、「いいえ」と表記されたアイコンが
選択されると、前述のように入力された変更先のグループ名がクリアされて、元の文書分
類結果画面が表示装置７に表示される。　
　この画面において「いいえ」と表記されたアイコンが選択された場合は、グループ名変
更処理部４による変更対象のグループ名の変更先のグループ名への変更処理を行うように
してもよい。
【００６１】
　以上のように、本発明の実施形態における文書処理装置では、ユーザは複数のグループ
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のグループ名を変更する際、自分が入力した変更先のグループ名が適切な名称なのかどう
かを事前にユーザに確認させることができるので、文書群を分類した各グループに対し、
ユーザが適切な名称を付与することを支援することができ、結果として各グループに適切
な名称が付与されることになり、後に、ユーザは分類結果を用いた計算機システム上での
各種作業を実行しやすくなる。
【００６２】
　なお、本実施形態に記載の手段や装置、部位については、本発明を実現するものであれ
ばどのような実装形態であってもよい。例えば各種処理はＣＰＵ（Central Processing U
nit）上で実行されるとしてもよい。また、本実施形態では、画面はＷｅｂブラウザを用
いて表示されることを前提として説明を行ったが、同様の情報を表現可能であればＷｅｂ
ブラウザ以外の表示手段によって表示されるとしてもよい。
【００６３】
　また、文書分類結果や文書内容についても本実施の形態以外の構造、名称、内容であっ
てもよい。また、格納されている文書分類結果は、自動分類結果でなくてもよい。文書種
別も特許文書以外の文書であってもよい。また、グループ名についても、本実施形態では
単語１語であらわしたが、複数の単語や文章であるとしてもよい。
【００６４】
　また、各表示画面については、ここまで示した以外の表示形態、表示内容であるとして
もよい。さらには、複数の画面を組み合わせて、あるいは一つの画面を分割して複数の画
面で表示するとしてもよい。
【００６５】
　また、示唆情報提供ルールは本実施形態に記載のルール以外のものであるとしてもよい
。例えば、前述したテンプレートＡ，Ｂの文言が異なっていてもよく、図１１に示したル
ール（１）、（２）の閾値が０．５以外の値、例えば０．３や０．７などであってもよく
、図１１の示したルール（２）の閾値が２つ以下以外の値（例えば３つ以下など）であっ
てもよい。さらには、「特定のグループ名に変えようとする場合は示唆情報を出す」など
の別の示唆情報提供ルール、および当該特定の不適切なグループ名を記憶装置２に記憶し
ておき、入力済みの変更先のグループ名が当該特定のグループ名に該当する場合には、当
該グループ名が変更先のグループ名として適切でないことをしめす示唆情報を表示装置７
に表示する形態であってもよい。さらには、前記のようにグループ名を複数の単語や文章
で付与できる場合には、そこに含まれる複数の単語それぞれについて、本実施形態に記載
の処理を実施するとしてもよい。
【００６６】
　なお、この発明は前記実施形態そのままに限定されるものではなく実施段階ではその要
旨を逸脱しない範囲で構成要素を変形して具体化できる。また、前記実施形態に開示され
ている複数の構成要素の適宜な組み合わせにより種々の発明を形成できる。例えば、実施
形態に示される全構成要素から幾つかの構成要素を省略してもよい。更に、異なる実施形
態に亘る構成要素を適宜組み合せてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００６７】
【図１】本発明の実施形態における文書処理装置の構成例を示すブロック図。
【図２】本発明の実施形態における文書処理装置の記憶装置の文書分類結果記憶部に記憶
される文書分類情報の構成例を表形式で示す図。
【図３】本発明の実施形態における文書処理装置の記憶装置の文書内容記憶部に記憶され
る文書内容情報の構成例を表形式で示す図。
【図４】本発明の実施形態における文書処理装置の処理動作の一例を示すフローチャート
。
【図５】本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示される文書分類結果画
面の第１の例を示す図。
【図６】本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示される文書内容画面の
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【図７】本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示される文書分類結果画
面の第２の例を示す図。
【図８】本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示されるグループ名変更
画面の第１の例を示す図。
【図９】本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示されるグループ名変更
画面の第２の例を示す図。
【図１０】本発明の実施形態における文書処理装置による示唆情報提供判定処理の一例を
示すフローチャート。
【図１１】本発明の実施形態における文書処理装置の記憶装置の示唆情報提供ルール記憶
部に記憶される示唆情報提供ルールの一例を示す図。
【図１２】本発明の実施形態における文書処理装置の記憶装置の示唆情報提供ルール記憶
部に記憶される示唆情報テンプレートの一例を示す図。
【図１３】本発明の実施形態における文書処理装置が管理する各文書における変更先グル
ープ名の出現分布の一例を表形式で示す図。
【図１４】本発明の実施形態における文書処理装置におけるグループごとの当該グループ
に属する文書数に対する変更先の第１のグループ名の出現文書頻度の割合の計算結果の一
例を示す図。
【図１５】本発明の実施形態における文書処理装置の記憶装置の文書分類結果記憶部に記
憶される文書分類情報のグループ名変更後の構成例を表形式で示す図。
【図１６】本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示されるグループ名変
更後の文書分類結果画面の一例を示す図。
【図１７】本発明の実施形態における文書処理装置におけるグループごとの当該グループ
に属する文書数に対する変更先の第２のグループ名の出現文書頻度の割合の計算結果の一
例を示す図。
【図１８】本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示される示唆情報画面
の第１の例を示す図。
【図１９】本発明の実施形態における文書処理装置におけるグループごとの当該グループ
に属する文書数に対する変更先の第３のグループ名の出現文書頻度の割合の計算結果の一
例を示す図。
【図２０】本発明の実施形態における文書処理装置の表示装置に表示される示唆情報画面
の第２の例を示す図。
【符号の説明】
【００６８】
　１…制御部、２…記憶装置、３…表示制御部、４…グループ名変更処理部、５…示唆情
報提供判定部、６…入力装置、７…表示装置、８…バス、２１…文書分類結果記憶部、２
２…文書内容記憶部、２３…示唆情報提供ルール記憶部、３１…文書分類結果画面表示制
御部、３２…文書内容画面表示制御部、３３…グループ名変更用画面表示制御部、３４…
示唆情報画面表示制御部。
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